
（ ）

-

4,741

計

諸謝金

赴任旅費・委員等旅費

-

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

189 189 189 -

189

年度

343

343

犯罪に強い社会の実現のための行動計画2008
「世界一安全な日本」創造戦略
再犯防止に向けた総合対策

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

100 100

343

343 343

343

100 -

343

-

- -

5,831 -

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

28

　 0017

年度-

-

-

-

-

-

-

歳出予算目

-

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）
収容諸費・調査活動費

163

職員旅費

計算式 千円/人

-

2,637/343

26年度

単位

189 189 189

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

人

平成２８年度行政事業レビューシート 法務省

執行額

7,457 7,275 7,573 5,860 0

6,805 7,052

執行率（％） 84% 94% 93%

不明
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

147

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　刑務所，少年刑務所，拘置所，少年院，少年鑑別所及び婦人補導院においては，施設の適正な維持管理を行い，被収容者の身柄の確保と規律秩序の維
持を図る必要があることから，警備機器等の整備や職員の職務遂行能力を向上させることによって，再犯防止に向けた矯正処遇を実施するための基盤整備
を目的としている。

前年度から繰越し 1,948 1,790

成果実績

目標値

成果指標 単位

人

-

743

28年度当初予算

2,683/3432,544/343

看守等被服費

2,892

29 -

補正予算

円

5,034

単位

実績額　/　管区機動警備隊集合訓練参加人数
（円／人）

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

855

6,300

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　刑務所，少年刑務所，拘置所，少年院，少年鑑別所及び婦人補導院は，被収容者の身柄を確保し，施設内の規律・秩序を維持しながら，再犯防止に向け
た矯正処遇を実施するという一般行政官庁とは異なる官署であり，これらの矯正施設を維持・管理していく上で必要な①監視カメラ等の保安警備機器類の整
備，②被収容者を処遇する上で必要な技術及び知識を付与するための職員研修等の実施，③矯正行政の業務効率化を図るために必要な機器等の整備な
どにより，再犯防止に向けた矯正処遇を実施するための基盤を整備する。

1,655 -

4,407

- -

29 -

　管区機動警備隊集合訓
練参加者数

25年度

事業番号

矯正施設の保安及び処遇体制の整備 担当部局庁 矯正局 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 総務課 総務課長　島　孝一

事業名

会計区分

28年度

1,219

翌年度へ繰越し ▲ 1,790

計

その他の事項経費

▲ 855

5,121

　管区機動警備隊員執務
執行能力の向上を図るた
め，管区機動警備隊集合
訓練参加者数を増加させ
る。

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

施設

16

　矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制を維持する
ため，職員の職務能力向上研修，各種警備機器等を整
備している。

-

28年度活動見込

7,688 7,417 7,822

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律等

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

5,831 0

矯正管理業務庁費

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

施設

一般会計

21

チェック  



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

測
定
指
標

実績値 施設 22

施策 矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制の整備

政策 -

-

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　矯正施設は，被収容者の身柄を確保し，施設内の規律・秩序を維持しながら，再犯防止に向けた矯正処遇を実施するという一般行政官庁とは異な
る官署であり，これらの矯正施設を維持・管理していく上で必要な①監視カメラ等の保安警備機器類の整備，②被収容者を処遇する上で必要な技術
及び知識を付与するための職員研修等の実施，③矯正行政の業務効率化を図るために必要な機器等の整備などにより，再犯防止に向けた矯正処
遇を実施するための基盤を整備する。
　矯正施設における非常事態に迅速かつ適切に対処するため，非常事態発生時における警備活動及び災害復旧その他の救援活動に従事する刑事
施設職員の能力の向上を図るとともに，保安事故の早期発見及び事態収束のため，刑事施設の総合警備システムを更新整備することを目標として
いる。

-

- -

改革
項目

分野： - -

26年度 27年度

7

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

-

国
費
投
入
の
必
要
性

単位

-

総合警備システムの更新整備施設数（施設）

-

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

　不用額については，警備機器等の調達における入札開差
等である。

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

- -成果実績

-

‐

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

○

-

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

　我が国の治安の最後の砦として，施設の適正な維持管理
を行い，被収容者の身柄の確保と規律秩序の維持を図る必
要があることから，政策体系の中で優先度の高い事項であ
る。

-

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

年度

- -

目標値 施設

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

- - -

○

　矯正施設の警備体制の強化等のため，職員の制服・警備
機器等の調達，職員研修実施の旅費支給等の経費として支
出しており，事業目的に即した真に必要なもの限定されてい
る。

単位

○

　原則として一般競争入札を利用するなど，競争性を確保し
ながら支出先を選定しているが，これらのうち，契約額が325
百万円ほか1件のデジタル無線機の更新につき一者応札で
あったため，仕様内容の変更について検討するなど，次回の
入札に向けて改善の検討を進める。

‐

-

計画開始時
27年度 28年度

23 14 14 -

年度

中間目標

-

-

目標値

評　価項　　目

　我が国の治安の最後の砦として，施設の適正な維持管理
を行い，被収容者の身柄の確保と規律秩序の維持を図る必
要があることから，国民や社会のニーズを的確に反映してい
る。

-

目標最終年度

○

-

-

治安の維持であり，その実施主体は国にある。

○



点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

　各矯正施設において，被収容者の身柄の確保と規律秩序
の維持を図るための警備機器等の整備や職員の職務遂行
能力向上を図るための訓練等を実施しており，活動実績は
見込みに見合ったものである。

○

所管府省・部局名

-

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

　矯正施設において，被収容者の身柄の確保と規律秩序の
維持を図るための警備機器等の整備や職員の職務遂行能
力向上を図るための訓練等の実施は必要不可欠であり，成
果目標に見合ったものとなっている。

事業番号

関
連
事
業

-

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

0018

平成24年度

平成27年度

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

平成25年度

0037

‐

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

- - -

- -

- -

-

-

点検結果

0017

0040

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

　矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制を維持するために，引き続き管区機動警備隊集合研修の内容充実を図る。

　被収容者の身柄の確保と規律秩序の維持を図るため，各種警備機器の整備，職務能力向上を目的とする研修，矯正業務の効率化のための
パソコン等整備などを計画的に実施しており，警備機器の一括調達の実施等予算の効率的な執行に努めている。
　また，矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制を維持するため，管区機動警備隊集合訓練の実施は必要不可欠であり，毎年実施している
ところ，各年とも目標人数の90パーセント以上の隊員が参加しており，目標は達成できている。

-

事業名

-

‐

　各刑事施設に整備された警備機器等については，施設の
規律秩序の維持に十分に活用されている。

0040

0021

平成23年度

-

活動実績は見込みに見合ったものであるか。



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

法務省

7,052百万円

矯正施設の警備体制の強化，矯
正処遇の実施に必要な備品等の
購入等及び予算の地方配分

Ｂ．日本電気株式会社ほか

2,267百万円

矯正施設の警備体制の強化，刑務官等
の制服の縫製に必要な生地等の購入

【一般競争契約等】

Ａ．矯正施設（189庁）

4,783万円

本省からの予算配分

矯正施設の警備体制の強化，矯正
処遇の実施に必要な備品等の購入

Ｆ．職員

269百万円

旅費の支給

保安警備体制の強化，職
員の職務能力向上のため
の旅費

Ｄ．株式会社日立国際
八木ソリューションズ

ほか 4,499百万円

【一般競争契約等】

矯正施設の警備体制の強化，矯
正処遇の実施に必要な備品等の
購入

Ｅ．講師，通訳人等

15百万円

諸謝金の支給

職員の職務能力向上，外
国人被収容者処遇に必要
な通訳業務のための謝金

Ｃ．職員

2百万円

矯正施設の処遇体制の充実を図るため
の調査旅費

旅費の支給



費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

E.個人A F. 職員A

費　目

1計 0 計

計 0 計 421

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

旅費 保安警備体制強化等のための旅費 1

C.職員A D.株式会社日立国際八木ソリューションズ

費　目 使　途

物品購入 総合警備システムの更新等

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 732 計 508

費　目 使　途
金　額

(百万円）

732

B.日本電気株式会社

その他矯正処遇の実施に必要な備品の購入等

費　目

矯正総合情報通信ネットワークシステム機
器の保守管理

使　途

予算配分

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

421

金　額
(百万円）

A.東京拘置所

508

チェック  



支出先上位１０者リスト
A.

B

矯正処遇の実施に必要な
備品の購入等

矯正処遇の実施に必要な
備品の購入等

矯正処遇の実施に必要な
備品の購入等

矯正処遇の実施に必要な
備品の購入等

矯正処遇の実施に必要な
備品の購入等

矯正処遇の実施に必要な
備品の購入等

矯正処遇の実施に必要な
備品の購入等

矯正処遇の実施に必要な
備品の購入等

矯正処遇の実施に必要な
備品の購入等

矯正処遇の実施に必要な
備品の購入等

159

114

631

315

165

94

91

86

-

-

-

-

-

-

-

-

- - -

-

- -

法　人　番　号

-

-

-

-

-

-

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-

- -

-

-

-

-

-113

- 732

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

6

7

4

5

株式会社日立国際
電気

2010001098064
デジタル無線装置据付・撤
去作業

194 一般競争入札 1 98.1％ -

10

8

9

株式会社武田商店 2011001013590 少年施設用具等の購入 50 一般競争入札 3 99.4％ -

NECキャピタルソ
リューション株式会
社（平成26年度に国
庫債務負担行為によ
る競争入札を実施）

8010401021784
矯正総合情報通信ネット
ワークシステム機器の賃貸
借料

193 - - - -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

日本電気株式会社
（平成26年度に国庫
債務負担行為による
競争入札を実施）

7010401022916
矯正総合情報通信ネット
ワークシステム機器の保守
管理

508 - - -

一般競争入札 1 98.1％ -

株式会社大塚商会 1010001012983 ソフトウェアライセンス料 310 一般競争入札 4 98.4％ -

2

-

日立キャピタル株式
会社（平成27年度に
国庫債務負担行為
による競争入札を実
施）

6010401024970
デジタル無線装置賃貸借
料

325

-

-

-

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

10

-

- -

2

3

9

6

1

- -

-

- -

8

7

5 - -

- -

4

シスコシステムズ
キャピタル株式会社
（平成25年度に国庫
債務負担行為による
競争入札を実施）

4010401045416

信和株式会社 3011101058122
刑務官等制服生地等の購
入

175 一般競争入札 2 95.9％ -

法務省情報ネットワークシ
ステム機器の導入

84 - - - -

株式会社日立システ
ムズ（平成27年度に
国庫債務負担行為
による競争入札を実
施）

6010701025710
矯正施設における情報ネッ
トワークシステムのバック
アップセンター運用管理

38 一般競争入札 2 78.5％ -

アクセンチュア株式
会社（平成26年度に
国庫債務負担行為
による競争入札を実
施）

7010401001556
矯正総合情報通信ネット
ワークシステムのサーバ集
約化業務等

49 - - - -

東京拘置所

府中刑務所

大阪拘置所

名古屋刑務所

横浜刑務所

徳島刑務所

札幌刑務所

岐阜刑務所

月形刑務所

立川拘置所



C

D

E

9

10

7

8

個人G -
職員の職務能力向上等の
ための諸謝金

0.1 - - - -

個人H -
職員の職務能力向上等の
ための諸謝金

0.1 - - - -

1

2

5

6

3

4

個人C -
職員の職務能力向上等の
ための諸謝金

0.2 - - - -

個人B -
職員の職務能力向上等の
ための諸謝金

0.3 - - - -

8

9

6

7

協和テクノロジイズ
株式会社

9120001062993
構内多機能無線システム
の更新等

95 一般競争入札 3 99.7％ -

10
三和コンピュータ株
式会社

8010401011967
総合警備システムの更新
等

50 一般競争入札 4 70.8％ -

株式会社武田商店 2011001013590
警備用プロテクターの購入
等

71 一般競争入札 2 97.6％ -

1

4

5

2

3

三菱電機システム
サービス株式会社

1010901011705
総合警備システムの更新
等

410 一般競争入札 3 92％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

7

8

5

6

職員E -
矯正施設の処遇体制の充
実を図るための調査

0.2 - - - -

9

10

職員I -
矯正施設の処遇体制の充
実を図るための調査

0.1 - - - -

職員G -
矯正施設の処遇体制の充
実を図るための調査

0.1 - - - -

3

4

1

2

職員A - 海外矯正事情調査 0.4 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

職員B - 海外矯正事情調査 0.4 - - - -

職員C - 海外矯正事情調査 0.3 - - - -

職員D - 海外矯正事情調査 0.3 - - - -

職員F -
矯正施設の処遇体制の充
実を図るための調査

0.1 - - - -

職員H -
矯正施設の処遇体制の充
実を図るための調査

0.1 - - - -

職員J -
矯正施設の処遇体制の充
実を図るための調査

0.1 - - - -

株式会社日立国際
八木ソリューションズ

7012701009163
総合警備システムの更新
等

421 一般競争入札 6 96.3％ -

日本空調サービス株
式会社

6180001002699 庁舎管理業務委託 301 一般競争入札 3 85.7％ -

新生ビルテクノサー
ビス株式会社

9010501005298 庁舎管理業務委託 197 一般競争入札 2 98％ -

NECネクサソリュー
ションズ株式会社

7010401022924 パソコン購入等 195 一般競争入札 2 92.9％ -

扶桑電通株式会社 6010001055706
構内多機能無線システム
の更新等

83 一般競争入札 3 93.5％ -

富士通株式会社 1020001071491
総合警備監視システム保
守点検業務委託

75 一般競争入札 1 92.2％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

個人A -
職員の職務能力向上等の
ための諸謝金

0.3 - - - -

個人D -
職員の職務能力向上等の
ための諸謝金

0.2 - - - -

個人E -
職員の職務能力向上等の
ための諸謝金

0.1 - - - -

個人F -
職員の職務能力向上等の
ための諸謝金

0.1 - - - -

個人I -
職員の職務能力向上等の
ための諸謝金

0.1 - - - -

個人J -
職員の職務能力向上等の
ための諸謝金

0.1 - - - -



F

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

2,140

　機器の構築，運用及び開発等
を担当し，本装置に対する多く
の知見を有する事業者が優位
であることから一者応札になっ
たものと考えられる。このため，
仕様内容の変更について検討
するなど，次回の入札に向けて
改善の検討を進める。

10

8

9

職員H -
保安警備体制強化等のた
めの旅費

0.3 - - - -

職員J -
保安警備体制強化等のた
めの旅費

0.3 - - - -

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

4

5

職員D -
保安警備体制強化等のた
めの旅費

0.4 - - - -

職員A -
保安警備体制強化等のた
めの旅費

1 - - - -

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 6010401024970
デジタル無線装置賃貸借
料

総合評価入札 1 98.1％

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

日立キャピタ
ル株式会社
（平成27年度
に国庫債務負
担行為による
競争入札を実
施）

B

2 6010701025710
矯正施設における情報ネッ
トワークシステムのバック
アップセンター運用管理

総合評価入札 2 78.5％

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

B

株式会社日立
システムズ（平
成27年度に国
庫債務負担行
為による競争
入札を実施）

-191

職員B -
保安警備体制強化等のた
めの旅費

0.5 - - - -

職員C -
保安警備体制強化等のた
めの旅費

0.5 - - - -

職員E -
保安警備体制強化等のた
めの旅費

0.4 - - - -

職員F -
保安警備体制強化等のた
めの旅費

0.4 - - - -

職員G -
保安警備体制強化等のた
めの旅費

0.3 - - - -

職員I -
保安警備体制強化等のた
めの旅費

0.3 - - - -

チェック  
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